
























How to organize a Curriculum for Intellectual Disabilities
– Focusing unification of Subjects for elementary schools, junior high schools, 














　In special needs education, inclusive education is being promoted in pursuit of learning together between 
children with disabilities and children without disability.
Based on importance of continuity in curriculum between preschools, elementary schools, junior high schools, and 
senior high schools, the goals and the contents of each subject for children with disabilities have been improved 
in the government course of study for elementary schools and junior high schools for special need education, 
which is published in 2017. However, such unification of subjects remains to be elucidated. Therefore, this paper 
focuses on the subjects in intellectual disability education and the processes to reconstruct its goals and contents 
on the way of basic human development, Furthermore, we proposed the necessity of treatment of children with 
intellectual disability by offering “subjects” from the earliest stage of life. This enables us to provide subject-
based education to children with severe multiple disabilities whom self-support activity based education had been 
applied.
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当該学年の各教科等を中心に編成 33.1% 28.3% 50.0%
下学年の各教科等を中心に編成 47.9% 46.3% 0.0%
知的障害特別支援学校の各教科等を中心に編成 11.6% 17.8% 0.0%
自立活動を中心に編成 7.4% 7.6% 50.0%
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をなす「各教科」を子どもの発達過程に則って一本化していく
ことが重要である。そのことを小学校等においても特別支援学
校においても認めることが不可欠である。小学校等の通常の学
級においては、既に発達障害等のある児童生徒や不登校による
学習の遅れがちな児童生徒、外国籍の児童生徒など、様々な特
別な教育的ニーズを有する子ども達が在籍していることを踏ま
え、個々の児童生徒の教育的ニーズに適切に応える教育が進め
られている。これらの児童生徒の中には、従来の小学校の各教
科等以前の基礎的な内容の指導が一部必要な者も含まれている
ことにも留意し、一人一人の発達や学習遂行の実態を踏まえた
弾力的な指導が可能となるよう、各教科等の内容や取扱いにつ
いて検討を行う必要があると考える。
　（２） 知的障害の各教科と通常学級の各教科との一本化の可
能性
　知的障害教育における各教科は、そもそもの成り立ちにおい
て、子どもの自立を目指し、そのために必要な生活経験を「教
科」という枠で整理したものであった。その点で、通常の学級
における各教科とは異なる系統性の上に形作られてきた。また、
６次にわたる改訂の過程で、「教科」の内容を、児童生徒の障
害の重度化に対応できるよう、乳幼児期の発達段階に相当する
内容も含め、「教科」の概念を人間発達の基礎的な内容にまで
拡大してきた。すなわち両者は、同じ「教科」という名称は用
いていても、その概念には大きな違いがあり、簡単に一本化を
図るわけにはいかない。
　しかし、人間発達の基本的な筋道は、障害の有無にかかわら
ず、基本的には同じと考えられる。小学校等で「教科」として
いる事柄も、人間発達のある段階において、ある時期、ある年
齢において習得することが期待される事柄を、習得内容の分野
ごとに整理したものと考えれば、両者の違いを強調する必要は
ないと考えられる。子ども達の教育的ニーズは無限のグラデー
ションの帯のどこかに位置付けられるのであって、知的障害教
育を受ける子どもの教育的ニーズも一律ではなく、多様なもの
である。我が国が目指している共生社会を構成する一員として
求められる資質・能力は障害の有無にかかわらず共通のもので
あるとすれば、これまで知的障害教育において根本に置いてき
た、生活自立を目指すことに限定すべきではないのではないだ
ろうか。知的障害教育においては、これまで彼らの社会的「適
応」こそが重要であり、その延長にある生活を重視した自立と
社会参加とを目指すという考えに偏っていたのではないだろう
かとの指摘もされている（菅野，2015）。
　近年、障害の重い子どもの教育内容について「教科」の視点
で再整理し、それを個々の子どもの学習目標の設定、学習評価
に活用しようとする研究・実践が行われている（徳永，2014）。
徳永らは、スターン、ロシャ、徳永などの文献を手がかりに、
１歳半程度までの段階の内容を７段階に整理し、その後の２歳
程度から５歳程度までの内容を保育所保育指針や幼稚園教育要
領を参考にして４段階に整理し、計11段階としている。徳永ら
の研究では、スコア１からスコア18（概ね月齢に対応するもの
と考えられる）では国語で「受け止め」「表現・要求」「見るこ
と」「操作」に分け、算数で「外界の知覚認知」としている。
また、24段階から60段階まででは、国語の内容を「聞くこと」「話
すこと」「読むこと」「書くこと」とし、算数で「数と計算」「量
と測定」「図形」に分けて内容の整理を行っている。また、そ
れ以外の内容はスコア１から一貫して「生活」と「運動・動作」
でくくって示している。これらの分野については、教科という
枠での整理は行われていない。教科の一本化を図るためにはさ
らなる検討が必要がある。
　知的障害教育においては、特に系統的な学習が必要とされる
算数・数学分野において一般的には幼児期に習得する内容を知
的障害教育の立場から系統化するための研究・実践が古くから
進められてきた。都立八王子養護学校での研究・実践を踏まえ
て発表された「原数学」「原教科」（1972）もその一つであるし、
藤原ら（1978）が東京学芸大学附属養護学校での研究・実践を
もとに「数の基礎概念（準数概念）」を提起している。藤原ら
は数の基礎概念として、「ものの認知、弁別」「集合づくり」「対
応付けによる同等・多少」「数の保存性」の理解をあげている。
現在の知的障害特別支援学校の算数には、小学部１段階におい
て、「数と計算」等に分かれる前の内容区分として「数量の基礎」
が設けられているが、これらの先人の研究・実践の成果が反映
されているものと考えられる。教育内容を教科として整理する
際、これら小学校等の教科前の内容として取り扱われきた内容
も含めて再構築していくことが必要である。
　また、教科の一本化を図る際、「生活」科の扱いをどうする
かが大きな課題となる。知的障害者を教育する特別支援学校小
学部の「生活」科は、1971年の養護学校（精神薄弱教育）小学
部・中学部学習指導要領（第１次改訂）の際に早くも設けられ
ている。知的障害の特性を踏まえて、日常生活や社会生活にお
ける自立を図る教育を教育課程の柱とするため、そのための学
習内容を明確にしたものであった。「生活」は小学部における
授業の中心である領域・教科を合わせた指導の内容の柱をなす
ものとして位置付けられ、小学部６年間を通じて履修するもの
とされてきた。一方、小学校の「生活」科は、平成元年度の学
習指導要領の改訂時に第１学年・２学年に新設された。その趣
旨は、「国民として必要とされる基礎的・基本的な内容を重視し、
個性を生かした教育を充実する」という改訂の基本方針に沿っ
て、低学年の教科の総合化を図り幼稚園教育との関連を緊密化
することにあった。そこで、生活科の目標を「具体的な活動や
体験を通して、自分と身近な社会や自然とのかかわりに関心を
もち、自分自身や自分の生活について考えさせるとともに、そ
の過程において生活上必要な習慣や技能を身に付けさせ、自立
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への基礎を養う。」と示した（平成元年度学習指導要領）。内容
については、その後の改訂を経て、2017年学習指導要領では９
項目で構成され、「学校、家庭及び地域の生活に関する内容」、「身
近な人々、社会及び自然と関わる活動に関する内容」、「自分自
身の生活や成長に関する内容」の３つの内容区分に整理されて
いる。
　それに対し、特別支援学校（知的障害）小学部の「生活」の
目標は、今回の学習指導要領の改訂に当たって、小学校学習指
導要領との整合性を図るため、目標の記述を小学校と共通した
視点で整理が行われた。内容については、（１）基本的生活習慣、
（２）安全、（３）日課・予定、（４）遊び、（５）人との関わり、
（６）役割、（７）手伝い・仕事、（８）金銭の扱い、（９）きま
り、（10）社会の仕組みと公共施設、（11）生命・自然、（12）
ものの仕組みと働きの12項目で構成されており、小学部６年間
を通じて学習する幅広い内容を含んでいる。
　この両者を一本化するためには、特別支援学校の「生活」の
内容のうち１段階に示した内容など、基礎的な内容も「生活」
の内容として残しつつ、一部を算数、社会、理科、家庭など小
学校の各教科を取り入れ再整理するなどの検討が必要であろう。
　（３）重度・重複障害の教育課程編成
　特別支援学校（知的障害）の各教科を小学校等と整合性のあ
るものに整理することにより、視覚障害、聴覚障害、肢体不自
由及び病弱者を教育する特別支援学校において、知的障害を併
せ有する児童生徒に対する教育を行う場合においても、いわゆ
る「準じた指導」との教育内容面での整合性を図ることが容易
となることが考えられる。また、発達の諸側面の発達が不均衡
が大きい場合においても、個々の児童生徒の障害や発達の状態
に応じた教育内容の選択・組織化がしやすくなる効果が期待で
きる。
　さらに、各教科の内容を人間発達の最も初期の段階から組み
立てることによって、重複障害児のうち特に障害の程度が重度
の子どもについても、連続性のある教育課程を編成することが
可能となる。
　現在は、「重複障害者のうち、障害の状態により特に必要が
ある場合には、各教科、外国語活動若しくは特別活動の目標及
び内容に関する事項の一部又は各教科、外国語活動若しくは総
合的な学習の時間に替えて、自立活動を主として指導を行うこ
とができるものとする。」（特別支援学校小学部・中学部学習指
導要領総則第８節）という規定に基づき、いわゆる重度・重複
障害児については、特別活動を除く各教科等の指導に替えて自
立活動を主として指導することができることになっている。自
立活動の目標は「個々の児童又は生徒が自立を目指し、障害に
よる学習上又は生活上の困難を主体的に改善・克服するために
必要な知識、技能、態度及び習慣を養い、もって心身の調和的
発達の基盤を培う。」と示されている。学校教育法第72条に規
定された特別支援学校の目的である「幼稚園、小学校、中学校
又は高等学校に準ずる教育を施すとともに、障害による学習上
又は生活上の困難を克服し自立を図ることを目的とする。」の
後段に対応するものとして設けられた特別の指導領域である。
したがって、本来は小学校等に準じた教育（各教科等を含む）
を行い、その上で、障害による学習上又は生活上の困難、例え
ば、視覚障害者の場合、視覚を用いて周囲の環境を認知するこ
とが困難であったり、普通の文字を読み取ることが困難であっ
たりすることを克服するため、視覚以外の諸感覚を働かせて環
境を把握することができるようにしたり、普通の文字に替えて
点字を用いて読み書きができるようにするための指導が行われ
る。その指導の中核として自立活動（旧・養護・訓練）が位置
付けられたはずであった。しかしながら、障害の重度化・多様
化の進行を受け、自立活動の内容は、「人間としての基本的な
行動を遂行するために必要な要素と、障害に基づく種々の困難
を改善・克服するために必要な要素とを抽象的なレベルで抜き
出し、それを５つ（平成11年）の内容区分に分類・整理すると
いう方法で示」（香川，2000）すことになった。この前段の部
分が自立活動を主として教育課程を編成することができる根拠
となっている。知的障害以外の各障害者を教育する特別支援学
校においては、各教科の指導は小学校等の各教科の目標・内容
に準じて設定されるのが基本のため、小学校の内容の学習が困
難な場合の教育内容の整理を教科以外に求めざるを得ず、それ
を「自立活動」の目標の「心身の調和的な発達の基盤を培う」
という表現に込めることで解決しようとしたとも考えられる。
しかし、「人間としての基本的な行動を遂行するために必要な
要素」を教科として位置付けることが可能となれば、あえて教
科とは別扱いする必要もなくなり、自立活動の趣旨をより明確
に「障害による学習上又は生活上の困難の克服」に焦点化する
ことができる。
　人間発達の基本的な筋道が障害の有無によって大きく変わる
ものでないとすれば、これまでの先人の様々な研究の知見を参
考にすることは可能であろう。
　例えば、津守式乳幼児精神発達診断法（０歳～３歳、３歳～
７歳）（1961，1965）は月齢１か月から７歳までの乳幼児の発
達指標を示しているし、「遠城寺式乳幼児分析的発達検査法」
（1977）は簡便な発達検査として特別支援学校等でも多く用い
られている。
　これらを直接的に教科内容として取り入れることは当然でき
ないわけであるが、少なくとも人間発達の基礎段階にある子ど
もの教育内容を検討する際の参考とすることはできる。また、
（２）で紹介した徳永らの研究・実践は、現行の学習指導要領
を前提に、知的障害特別支援学校の小学部の教科の各段階の幅
が広すぎることから、実際の授業を組み立てる際の補助的な手
がかりが必要と考えたものであるが、教育内容を教科の視点で
河村 久 研究論文　知的障害教育における教育課程編成の在り方
― 40 ―
整理しようとした意欲的な提言である。今後、さらに研究の知
見を集め、整理していくことにより、よりシンプルな教育課程
編成が可能となっていくのではないだろうか。
　（４）総括
　以上のことを踏まえれば、知的障害教育における今後の教育
課程編成の方向として、予め設定した教育課程に児童生徒を当
てはめるのではなく、一人一人の児童生徒の教育的ニーズに基
づき、個別の教育支援計画及び個別の指導計画を基盤として教
育課程を編成するという考え方に転換していくことを明確にし
つつ、次のような検討を加えていくことが必要であると考える。
　①　知的障害児を教育する特別支援学校の教育課程における
各教科と小学校等の各教科の目標・内容を、人間発達の
基本的な筋道という視点で再整理し、両者の一本化を図
る。その際、小学校以前の指導内容のまとまりは学年を
もとに整理することはできないので、引き続き「段階」
を用いるのか、あるいは一般的に習得が期待される年齢
段階を指標とするのか検討する必要がある。
　②　これまで知的障害児を教育する特別支援学校の各教科と
していたものは、他の各障害への配慮等は行われていな
いので、教科の一本化を図る際、内容の検討を行う必要
がある。
　③　知的障害のある児童生徒を教育する場合、知的障害者を
教育する方法として確立してきた「各教科等を合わせた
指導」等の指導方法は、今後も可能とする。すなわち、
指導内容は各教科等として整理するが、指導方法につい
ては知的障害児の学習特性に十分配慮できるようにする
ことが必要である。
　④　各学校において教育課程を編成する際、個々の児童生徒
の発達の状態、障害の特性等を検討し、一本化された各
教科の内容を選択して、個別の指導計画を作成する。
　⑤　自立活動については、障害による学習上又は生活上の困
難を克服するための指導という視点に特化し、これまで
の自立活動を主体とした教育課程編成をやめて、一本化
した各教科等を取り入れて指導できるよう改める。
４　今後の課題
　今回提言した内容は、知的障害教育の現状とインクルーシブ
教育推進という大きな課題を踏まえた今後の在り方についての
アウトラインを提言することに終わっている。改革の実現に至
るためには、さらに研究と各地での実践的な取り組みを進めつ
つ、検討を加えていく必要がある。
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注
１　同条第１項。知的障害以外の各障害の場合。自立活動が特設されてい
るほかは、小学校の通常の学級における各教科等の目標・内容に準じて
教育課程を編成することとしている。
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